【建設リサイクル法とは？】
· 一定規模以上の建築物などに関する建設工事（対象建設工事）については、一定の技術基準に従い、当該建築物などに使用されている特定建設資材を分別解体などにより現場で分別することが義務づけられました。

· 分別解体などに伴って生じた特定建設資材廃棄物については、再資源化などが義務づけられました。

	1 対象工事


分別解体などの対象となる建設工事の規模は次のとおりです。

	建築物に係る解体工事
	床面積の合計が８０㎡以上

	建築物に係る新築または増築の工事
	床面積の合計が５００㎡以上

	建築物に係る上記以外の維持修繕等工事
	工事請負代金が１億円以上

	建築物以外のものに係る解体工事または
新築工事など（土木工事等）
	工事請負代金が５００万円以上


	2 特定建設資材


コンクリート、コンクリート及び鉄からなる建設資材※１、木材、アスファルト・コンクリートの４品目です。

　　※１　　PC版や有筋のコンクリート二次製品などです。

· 上記区分により建設リサイクル法の対象外である場合は、入力表シート中の『☆建設リサイクル法☆』の黄色セルにて「該当無し」を選択し、下記のとおり捨印を契約書に押印してください。（該当無しの場合は、別紙の添付（袋とじ）は不要です）
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